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2022年6月8日 

各 位 

会 社 名：東京エレクトロン株式会社 

代表者名：代表取締役社長 河合 利樹 

(コード番号：8035 東証プライム市場) 

問合せ先：戦略担当ゼネラルマネージャー 堂 和寛 

(ＴＥＬ 03－5561－7000) 

新中期経営計画について 

ICT(情報通信技術)の進化とともに、デジタル技術の活用と応用がさまざまな産業や分野におい

て拡がり､データ社会への移行が進む中、半導体の重要性はますます高まっています。それに伴い、

当社が参画する半導体製造装置市場においても、さらなる技術革新とともに中長期的に継続した成

長が見込まれています。 

当社は、2019年5月に中期経営計画を策定し､2024年3月期までに売上高 2兆円、営業利益率 30%

以上、ROE30％以上という財務モデルをその中核目標に掲げて事業に取り組んでまいりました。半導

体製造装置市場が大きく拡大する中、当社の注力分野における事業展開は順調に進捗し、その業績

は市場成長をアウトパフォームいたしました。その結果、2022 年 3 月期の決算は、売上高 2兆 38

億円、営業利益率 29.9%、ROE37.2%となり、目標とする財務モデルを 2 年前倒しでほぼ達成するこ

とができました。 

このような状況のもと、当社は今期節目となる60期を迎え、さらなる成長を目指すにあたり、新

たな中期経営計画を策定いたしました。本計画の遂行とともに、これからもBest Products、Best 

Technical Serviceを常に追求し、短期および中長期的な利益と継続的な企業価値の向上を目指し

ていきます。 

1. ビジョンの改定

“最先端の技術と確かなサービスで、夢のある社会の発展に貢献します”とした当社の基本理念

の実践に向けた重点事項として、2030年に向けた新たなビジョンを策定いたしました。

『半導体の技術革新に貢献する夢と活力のある会社』 

 東京エレクトロンは、世の中の持続的な発展を支える半導体の技術革新を追求します。

 当社の専門性を生かし、付加価値の高い最先端の装置と技術サービスを継続的に創出すること

で、中長期的な利益の拡大と継続的な企業価値の向上を目指していきます。

 そして、企業の成長は人、社員は価値創出の源泉と位置づけ、ステークホルダーとのエンゲー

ジメントを通じて、このビジョンの実現に向けて活動してまいります。

2. 新中期経営計画

① 新財務目標の設定

前述のとおり、半導体製造装置市場の継続的な成長が見込まれる中、当社は、ワールドクラスの

営業利益率とROE(自己資本利益率)の実現を目指し、新中期経営計画として今期2023年3月期から

5年を達成期間とした新たな財務目標を設定いたしました。 
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財務目標 (～2027年 3月期) 

売上高 ≥ 3兆円 

営業利益率 ≥ 35% 

ROE (自己資本利益率) ≥ 30% 

② 当社のマテリアリティ(重要分野)

新中期経営計画の達成を目指すにあたり、4 つの項目から構成される当社のマテリアリティにさ

らなる磨きをかけてまいります。 

③ 新中期経営計画達成に向けた今後の主な取り組み

 高付加価値の最先端技術を有する製品と最良の技術サービスを提供

 今後の成長機会を最大限取り込むために積極的な成長投資を継続し、5年間で 1兆円以上の研

究開発費を投入

 世界最大の出荷実績を生かしたフィールドソリューション事業の強化

 データ､AIを活用した生産性および付加価値の向上

 業界における持続可能なサプライチェーン構築に向けたE-COMPASS*1を推進

 2050年に向けた長期環境目標を改定し、ネットゼロを宣言

 安全・社員エンゲージメントなど、継続的な企業価値の向上に関する重要指標を設定

*1: Environmental Co-Creation by Material, Process and Subcomponent Solutionsの略であり、当社が推進するパートナー企業

と連携した半導体の技術革新と半導体製造時の環境負荷低減を目指すイニシアティブ 

3．資本政策と株主還元策 

従前どおりの方針を継続いたします。 

① 資本効率についての考え方

当社の資本政策は、成長投資に必要な資金を確保し、積極的な株主還元に継続的に取り組み、中

長期的な成長の視点をもって、適切なバランスシート・マネジメントに努めることを基本としてお

ります。具体的には、営業利益率と資産効率をさらに高め、キャッシュ・フローの拡大に努めるこ

とで、持続的な成長を目指し、ROE向上など高い資本効率を追求します。 

② 株主還元についての考え方*2

当社の配当政策は業績連動型を基本とし、親会社株主に帰属する当期純利益に対する配当性向

50％を目処とします。ただし、1株当たりの年間配当金は 150円を下回らないこととします。また、

自己株式の取得については、機動的に実施を検討することとしております。 

*2: 2期連続で当期利益を生まなかった場合は、配当金の見直しを検討します。

以 上 


